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第４章 施策の方向性 

 

 第４章では，これまでの成果を基に，第 1では本市における人口減少の状況を整理し

現状・課題について明らかにする。第２では進行する人口減少社会の中で盛岡市の持続

可能性を高めると考えられる施策の方向性を示す。 

 

第１ 社会減と自然減，特に“出生数の減少”のそれぞれの実態と背景 

 盛岡市で進行している人口減少の要因としては，社会減と出生数の減少の二つが上げら

れる。 

 このうち社会減は，大都市圏への人口集中と言い換えることができる。人的資本の集中

や人口集積の結果として労働生産性が高まり，仕事の種類の多様性や高賃金，生活の利便

性が偏在する大都市と，人口減少による逆のスパイラルを生じた地方との格差によって生

じていると考えられる。また，今後人口が減少していく中で，東京圏を頂点として，仙台，

盛岡など都市部に段階的に人口が集中していく傾向も予想された。 

 出生数の減少は，（a）未婚率の上昇と，（b）一夫婦あたりの子どもの減少により生じて

おり，長期的に減少していく傾向が見られた。 

 第二章では，社会減と出生数減少について経済的側面から論じ，これまで別々の事象と

考えられたこれらの問題の原因の一部が，盛岡市の産業構造が生じさせている可能性があ

ることを指摘した。 

 まず社会減については，盛岡市の産業構造が域内市場産業（非基盤産業）に偏っている

ことに起因する（c）産業・職種の偏在と，(d)待遇の地域間格差が原因に挙げられる。（c）

産業・職種の偏在は就業機会の格差と言い換えられ，就業の多様性が東京圏と比較して少

なく，希望する仕事を得られない若者の流出を招いていると考えられる現象を確認するこ

とができた。(d)待遇の地域間格差は，同じ産業・職種であってもより高待遇の地域に移動

する傾向が確認できた。また，人的資本が高い若者では，就業機会も待遇も東京圏におい

て得られる利益が大きいために社会移動すると考えられることを指摘した。いずれも，若

者は，自分が選択できる多様性をもつ都市により多く移動することを示している。 

都市の人口規模は，第２章でみたように，一般には外貨を獲得する域外市場産業（基盤

産業）の規模によって規定される。盛岡市の産業構造は域内市場産業（非基盤産業）の比

率が極めて高く，岩手県内や盛岡広域の域外市場産業（基盤産業）が獲得した外貨が盛岡

市に循環することで成立していると見られ，盛岡市の人口規模は岩手県内や盛岡広域の域

外市場産業（基盤産業）によって規定されていると考えられる。このことは，将来の岩手

県や盛岡広域の人口減少が，将来の盛岡市の経済規模や人口規模を規定していくことを示

唆している。また，これらのことは，就業機会やより高い待遇を求めて盛岡市から大都市

圏に流出した若者により生じた空白地を，北東北や県内から転入した若者が埋める構造を

持っていることを示唆しており，この二つの移動は相似形である。 

 出生数の減少の要因の一つとして，(e)産業構造が域内市場産業(非基盤産業)に偏ってい

ることに起因する女性比率の増大（＝男性比率の減少）と，（f）正規雇用男性数の減少（＝

相対的な非正規雇用男性数の増加），そしてこれらに起因する若年女性の有配偶率の低下

がみられることを明らかにした。また，第３章で行ったインタビュー調査では，正規雇用

男性数の減少が，女性の流出を招いている可能性も示唆された。ただし，産業構造の偏り

で出生率や出生数の低下のすべてを説明し，また，解決できるわけではないことは，多く

の都市で軒並み人口減少が進行していることからも明らかで，注意が必要である。 

第三章では，第二章で論じた経済要因が若者の行動様式にもたらす影響を踏まえ，イン

ターネットアンケートを行い，東京圏に住む若者と盛岡広域に住む若者を属性ごとに分類

し，社会的な側面から若者の価値観や行動様式の分析を行った。 
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東京圏に住む若者で仕事や生活の満足度が高い傾向がわかり，盛岡広域に住む若者では

仕事や生活の満足度が比較的低いものの親元で暮らすことを重視している傾向を知るこ

とができた。また，男性では東京圏に居住するものが仕事面や生活面で満足し，また，一

方で，女性では比較的高学歴のものが居住場所の如何によらず仕事面で満足している傾向

が見られた。また現在住んでいるまちの魅力についてたずねたところ，U ターン組の女性

で，盛岡広域の食べ物がおいしいこと，また，盛岡広域に居住する男女で自然の豊かさを

魅力としてあげる傾向が見られた。また，東京圏に居住している若者に U ターンのタイミ

ングをたずねたところ，進学時・就職時に東京圏に流出した男性と進学時に東京圏に流出

した女性では，転職，起業，退職後など，仕事に関わるタイミングで U ターンを検討する

傾向がみられた。一方で，就職時に東京圏に流出した女性では，子どもが生まれたとき，

子どもが独立したとき，親の世話・介護が必要となったときなど，家族に関わるライフイ

ベントのタイミングでＵターンを検討する傾向が見られた。また，盛岡広域に住むにあた

って重視する様々な要素をたずねたところ，仕事に関する項目を重視する傾向が高く，男

女で比較すると女性においてより多くの要素を重視して総合的に判断する傾向が見えた。 

これらの研究から見えてきた社会減や出生数の実相は，マクロ経済の巨大な流れが引き

起こしている現象であることが伺える。世界的な潮流であるマクロ経済の流れを，単独の

自治体で止める，あるいは逆転させることは現実的ではない。盛岡市としてはこの流れの

中でどのように優位性を確保していくか，またはこの流れから被る影響をいかにして小さ

くしていくかを考えていく必要がある。 

より具体的には，①外貨の獲得と循環，②外貨獲得のための人材の確保，③若者の個人

的な利益追求，④地域の持続可能性の確保の四つの要素をクロスリンクし，多様な施策に

長期的に取り組み人口減少に向き合っていく必要があると考えられる。なお，外貨の獲得

については，①a盛岡市の域外市場産業（基盤産業）を育成する視点と，①b 盛岡市がハブ

になって岩手県や盛岡広域の域外市場産業（基盤産業）を活性化させ，盛岡市への経済循

環を促す視点の双方で検討していく必要がある。 

 

第２ 施策の方向性 

 第２では，より大きい都市へ，より多くの人口が集中しつつ，全体の人口が減少してい

くという予測を踏まえ，盛岡市の持続可能性を高めると考えられる施策の方向性について

示す。 

 それぞれの施策の方向性の概要，背景，施策の例，期待される効果を示す。施策の例は，

目的を達せられると考えられる施策の例を先行事例に基づき列挙したものであり，より現

実的で，効率的に目的を達せられる手段がある場合にはそれを用いるべきである。ただし，

施策立案にあたっては，①外貨の獲得と循環，②外貨獲得のための人材の確保，③若者の

個人的な利益追求，④地域の持続性の確保の四つの要素をより多く，より効果的に組み合

わせることを念頭に置くべきである。  

 

Ⅰ 盛岡駅周辺エリア（中心市街地，盛岡駅西口地区）等への情報通信関連産業（ＩＴ

（Information Technology）産業）の集積 

  ア 概要 

    近年需要が拡大し，今後も拡大が続くと見込まれるＩＴ産業を盛岡駅周辺エリア

（中心市街地，盛岡駅西地区）等に集積させ，ＩＴ産業の就業者（新規就業者，Uタ

ーン者）の増加を図る。 

  イ 背景 
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 総務省『情報通信白書』

（2018 年）によれば，2016

年の情報通信産業（ここで

は，通信業，放送業，情報サ

ービス業，インターネット

付随サービス，映像・音声・

文字情報製作業・情報通信

関連製造業，情報通信関連

サービス業，情報通信関連

建設業，研究を指す）は，全

産業の 9.6%を占め，全産業

の中で最大である。また同

白書によれば，2011年価格

による主な産業の市場規模

（実質国内生産額）の推移

を見ると，2008-2009年にか

けてリーマンショックによ

る落ち込みがみられたもの

の，2013年以降はゆるやか

な上昇傾向にあり，2000年

から 2016 年にかけての年

平均成長率はプラス 0.7％

で あ る 。 近 年 で は ，

SOCIETY5.0(先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ，経済発展と社会的課

題の解決を両立してく社会)，IoT（Internet of Things：多くのモノがインターネ

ットに接続し情報交換や制御を行う仕組み），ロボット化，ＡＩ（artificial 

intelligence:人口知能），ビッグデータ（構造化されていないためにこれまで活用

されなかったデータ）の活用などが注目されており，長期的な成長を見込むことが

できる。 

 
第２章で見たように，盛岡市においても他の産業の就業者が縮小する中で，就業

者が増加し成長している産業であり，今後も成長が見込まれる。 

また，人口あたりの産業別就業者の構成比をみると，情報サービス業は東北の都市

のなかで仙台市に次ぐ 22 位/全国 110 都市，インターネット付随サービス業は仙台

市を上回る 5 位/全国 110 都市と，すでに一定の集積が見られる。 

図表４-２-２ 主な産業の市場規模（名目国内生産額，実質国内生産額）の推移 

 

出所：総務省『情報通信白書』（2018 年） 
 

図表４-２-１ 主な産業の市場規模（名目国内生産

額）2016年 

 
出所：総務省『情報通信白書』（2018 年） 
 注）元データは総務省『ＩＣＴの経済分析に関する調査』（2018 年） 
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    県内外の複数の IT 産業事業者にインタビューし，いくつかの知見を得られた。

一つ目は，国内では営業拠点を東京に置き，開発拠点を地方に置く傾向があること

である。二つ目は，海外の人件費が高騰したことでオフショア開発（海外に委託し

て開発すること）に対するニアショア開発（国内の地方都市の事業所に委託して開

発すること）の優位性が高まっていることである。ニアショア開発の優位性として

は，ほかに発注者と受注者が短時間で直接対面してコミュニケーションできること，

時差，言葉の壁や，価値観，文化の違いがない点があげられる。三つ目として，国

内において技術者の不足が続いており，地元志向の者や，U ターンを希望する者，

地元を離れらないが利便性が高い都市で仕事をしたい者に対し，地方都市に事業所

が存在することは大きな訴求力があることが挙げられる。四つ目として，ニアショ

ア開発のオフショア開発に対する優位性は，東京圏に存在する営業拠点との地理

的・時間的近接性であり，地方にある事業所が新幹線の駅に近ければ近いほど競争

力を有することがあげられる。 

    北東北出身の情報系学部の学生にインタビューしたところ，卒業後数年間は先進

的な技術や人脈を得るため東京圏で技術を磨き，将来は実家の近くに帰りたいが，

地元には市場がないため盛岡市周辺に住んで起業したいと考えているケースが見

られた。北東北には下の図表のとおり多くのＩＴ系教育機関が存在し，多くの人材

を輩出している。これらの人材のなかには，地元志向が強い者や，第３章で見たよ

うに親等の世話や介護をするためにＵターンする必要があるものが一定数存在す

るものと考えられる。特に後者については，第２章でみたように東京圏へ転出して

いる者が多く，将来 Uターンするだろう者の母数が拡大している局面であるともい

える。 

   図表４-２-３ 

青森県 青森大学，弘前大学，八戸工業大学，青森職業能力開発短期

大学校，八戸工業高等専門学校，青森県立八戸工科学院，あ

おもりコンピュータ・カレッジ，青森ビジネス専門学校，青

森中央経理学校，S.K.K.情報ビジネス専門学校，東北コンピ

ュータ専門学校，アレック情報ビジネス学院，青森県立青森

工業高等学校，青森県立弘前工業高等学校，青森県立八戸工

業高等学校，八戸工業大学第一高等学校，ソフトアカデミー

あおもり 

岩手県 岩手大学，岩手県立大学，岩手県立産業技術短期大学，盛岡

情報ビジネス専門学校，北上コンピュータ・アカデミー，大

原簿記情報ビジネス医療・福祉専門学校盛岡校，一関工業高

等専門学校，盛岡工業高等学校，一関工業高等学校，花北青

雲高等学校，北上翔南高等学校，黒沢尻工業高等学校，遠野

緑峰高等学校，釜石商工高等学校，宮古工業高等学校，宮古

商業高等学校，大船渡東高等学校，福岡工業高等学校，久慈

工業高等学校 

秋田県 秋田大学，秋田県立大学，秋田情報ビジネス専門学校，秋田

コアビジネスカレッジ，清陵学院中学校・高等学校，大館国

際情報学院高等学校，大館桂桜高等学校，能代工業高等学校，

由利工業高等学校，湯沢翔北高等学校，大曲工業高等学校，

男鹿工業高等学校，仁賀保高等学校 
     出典：青森県『あおもり ITビジネスゲートウェイ』https://www.aomori-ibz.jp/，岩手県，秋田県内の

学校は各学校公式ホームページを参照した。 
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    経済産業省が行った今後の長期的な IT関連産業の動向予測では，今後 IT人材の

供給力が低下するにも関わらず，ITニーズの拡大によって 2030年には全国で 59万

人程度（中位推計）まで IT人材の不足が生じると考えられており，また，IT 人材の

高齢化が進んでいくことが示されている。また，同予測の中では，今後質・量とも

に「ビッグデータ」，「IoT」,「人口知能」，「ロボット」にかかわる人材の不足が指摘

されるともに，今後は企業活動においても業務の効率化やコストの削減等「守りの

IT 投資」よりも，売り上げの向上や差別化や高付加価値化，新製品・新サービスの

開発・提供やマーケティングなど「攻めの IT投資」人材の不足が深刻であることが

示されている。これらのことから，東京圏を含めた都市間の IT人材の獲得競争は今

後さらに激化するとみられ，上記の教育機関を卒業した人材が地域外に流出しない

対策，またはＵターンを促す対策の構築が重要であると考えられる。 

  
  ウ 施策の例 

  （ア）情報通信関連企業立地促進事業補助金 

     主として盛岡駅周辺エリア（盛岡駅周辺及び中心市街地）等に情報通信関連産

業（情報サービス業（ソフトウェア業，情報処理・提供サービス業），インターネ

ット付随サービス業，映画・ビデオ製作業，アニメーション製作業，広告制作業

又はデザイン業（専ら情報通信の技術を利用する方法により行う事業），インター

ネット広告業，コールセンター業，データセンター業）が立地する際に，操業初

期の事業所賃借料及び雇用にかかる費用の一部を補助する。 

     事業例 ：①操業開始からの３年間，オフィス賃料を補助（例：上限 1,500万

円/年。既存制度の対象産業を拡充。） 

          ②操業開始からの３年間，新規に正規雇用した，または非正規雇用か

ら正規雇用に転換した事業所等に対して１人につき１回限り補助

する（例：正規雇用 1 名につき 50 万円，正規転換は 25 万円。上

限 1,500万円/年） 

図表４-２-４  

 

出所：経済産業省『IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果』（2016 年） 
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（イ）ＩＴオフィスリノベーション支援 

IT オフィスが不足する一方で，空きテナントが散見されることから，IT 事業

者が，盛岡駅前及び中心市街地にある賃貸物件を IT オフィスにリノベーション

（地域や建物の用途や機能を変更して価値を高めること）することを支援する。

リノベーションについては佐藤雄一（2018）に詳しい。 

事業例 ：①市で IT 向けオフィスの賃貸物件情報を募集または収集して IT 事

業者に提供する 

②物件の IT オフィスへのリノベーション費用の一部を補助する。

（例：費用の１/4，上限 500 千円，個人の移住者・Uターン者には

200千円を加算） 

先進事例：新潟市情報通信関連産業立地促進事業補助金 

 
出所：新潟市ホームページ（2018 年）

http://www.city.niigata.lg.jp/business/kigyo/kigyo_annai/supporttop/suppo
rtjouhou.html 
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  （ウ）IT ビジネスチャンス支援事業 

     地方都市として都市部や農村部など多様な特性を有する盛岡市をフィールド

として AI，IoT，ビッグデータなどの先端技術を活用した新規性，革新性，試験

的要素の高いビジネス創出を支援する。 

     事業例 ：①情産学官連携機関の設置。新ビジネスを創出するため，IT事業者，

民間事業者，大学等の研究機関，県・市や関連団体等をコーディネ

ートする機関を設置する。民間事業者はビジネスニーズを，IT 事

業者はビジネスニーズやスキームを，大学等研究機関は研究成果

や知見を，市や市の関連団体は地域課題や都市課題やデータ，フィ

ールドを提供し，地方都市の特性を活かした新たなビジネスの構

築支援を行う。（例：IT事業者が医療・福祉事業者の生産性を向上

させるためのビジネスモデルを構築するにあたり，岩手大学が保

有する AI技術を利用して地域で実証実験するため，市が保有する

地域ごとのデータや，地域へのコネクションを活用しコーディネ

ートする等） 

          ②民間事業者の提案により，先端技術（AI,IoT,ビッグデータ）を活

用した生産性の向上や革新的なサービス，製品の付加価値の向上

に向けた新規性，革新性，試験的要素の高い実証実験を行う支援を

行う（例：補助対象の 1/2以内，上限 50万円） 

          ③②を発展させ，継続性や普及発展を見込むことができ，生産性や

付加価値の向上及び盛岡広域の暮らしやすさや利便性の向上につ

ながる意欲的な民間実証プロジェクトに対する支援を行う（例：補

助対象の１/2以内，上限 500 万円，2か年度まで継続可能） 

先進事例：新潟市オフィスリノベーション補助金 

 

出所：新潟市ホームページ（2018 年）

https://www.city.niigata.lg.jp/business/kigyo/sokushinho/kigyo2018051
4.html 
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 （エ）中小ＩＴ事業者向け奨学金返済支援 

     奨学金の返済のためより高い賃金を求めて東京圏に就職先を求める若者の定

住を促し，中小事業者の人材確保を支援するため，奨学金返済を支援する中小 IT

企業に対し，返済に係る費用の一部を支援する。または，若者に対し直接支援を

行う（ものづくり産業にかかる UI ターン者に対する「いわて産業人材奨学金返

済支援制度」の対象産業以外の者及び UI ターン者以外の者に対する支援を補完

する）。実施にあたっては，若者は申請のコストを厭い東京圏の高賃金の仕事を選

びかねないことから，就業先を通じた申請が望ましいと考えられる。 

 

 

           

先進事例：戦新潟市実証実験補助金  

出所：新潟市ホームページ（2018 年）
https://www.city.niigata.lg.jp/business/ki
gyo/sokushinho/kigyo20180514.html 

先進事例：新潟市実証プロジェクト補助金 

 
出所：新潟市ホームページ（2018 年）

https://www.city.niigata.lg.jp/business/kigyo/sokushin
ho/kigyo20180514.html 

先進事例：北九州市奨学金返済支援事業 

 

出所：北九州市ホームページ（2019 年）
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/kikaku/20301111.
html 

先進事例：仙台市奨学金返済支援事業 

出所：仙台市ホームページ

https://www.city.sendai.jp/sesakukoho/gaiyo/shichos
hitsu/kaiken/2018/11/27syougakukin2.html 
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図表４-２-５ 

  （オ）IT人材育成事業 

   若年層を対象に不足が見込まれる将来の IT 人材の育成を行うとともに，女性

等これまで IT になじみが薄い層に対してリカレント教育を行い，IT 人材のすそ

野を広げ，産業構造の転換に対応した就業者の増加を図るとともに，個人所得の

増加を図る。 

           

  エ 期待される効果 

第２章でみたように，情報通信関連産業は比較的高い労働生産性を有する産業であ

り，就業者一人あたりの平均所得の上昇を期待できる。また，下の図表は縦軸が他の

産業から受ける感応度を，横軸が他の産業に与える影響力を表している。情報通信業

は他の産業へ与える影響力が強い産業の一つであり，情報通信業の成長は他の産業へ

の好循環をもたらすものと考えられる。 

 

 

 
一定の産業集積がみられる盛岡市に情報通信関連産業を集積することで「地域特化

の経済性」が働き，原材料等の共同調達，施設や設備の共有化や，労働市場の共有化，

知識や技術の共有化などの効果が得られると考えらえる。また，都市において多種多

様な産業が集中立地することで，「都市化の経済性」が働き，産業の専門化や，労働力

先進事例：新潟市イノベーション共創の場創出支援事業

 

出所：新潟市ホームページ（2018 年）https://www.niigata-
iot.jp/support/matching/ 

 
出所：盛岡市まちづくり研究所「研究報告書」（2017）に基づき作成 
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の多様性，潜在需要の発掘が行われ，結果として地域の経済活動の水準が高まると考

えられる。 

しかし，これらの「集積の経済」（「地域特化の経済性」「都市化の経済性」を合わせ

ていう）は，その性質上，人口規模や人口密度が上昇するほど効果が大きくなること

から，東京圏や仙台圏などの大都市圏で相対的に優位に働くことには留意が必要であ

る。ただし，第１章でみたように今後都市に人口が集中していく中で，北東北におけ

る盛岡市の都市性は相対的に上昇するとみられ，都市と親和性の高い産業の密度を高

めていくことは，人口の集積に資するものと考えられる。 

また，第２章でみたように，情報通信産業の男性の正規雇用率及び正規雇用者数は

製造業に次ぐボリュームがあることから，男性の正規雇用者を増加させることで若年

女性の有配偶率が高まることが期待できる。また，若者の婚姻率の低下と若者の経済

力の低下には一定の関係があると考えられるが，比較的中位所得が高い情報通信産業

就業者の増加は若者の婚姻率や出生数を高めることが期待できる。 

 

Ⅱ 需要が増大する分野の製造業の集積 

 ア 概要 

    需要の拡大が見込まれる分野の製造業を集中的に育成し，産業クラスターを集積

することで，長期的に製造業就業者の増加を図る。 

  イ 背景 

    神尾文彦，松林一裕（2016）では，人材や外貨獲得の観点から，地方（ローカル）

にありながら国内の他地域や世界と繋がる機能を有する（ハブ），「ローカルハブ都

市」の姿を目指すべきとし，ローカルハブ都市においては，ドイツの産業を参考に，

地域において GNT（グローバールニッチトップ）企業を育成し，増やしていくこと

の重要性について述べている。GNT 企業とは，地元の中堅・中小企業や，大企業か

らスピンオフしたベンチャー企業等で，自社資源を活用しつつ，輸出や海外事業展

開を拡大することによりグローバル市場から外貨を獲得する企業で，特定のニッチ

市場において，保有する技術の特殊性，技術力や製品の品質が高いことから価格競

争に巻き込まれにくく，結果的に高い利益率を確保し，それによって良好な職場環

境を構築することで，高度技術者などの人材の確保や中長期的な人材育成などに経

営資源を投入することが可能となる企業である。また，産学官等が連携して，地域

企業の成長を支援する環境を作り上げることにより地域経済を活性化する「エコノ

ミックガーデニング」について，アメリカ・コロラド州リトルトン市の取り組みを

例に紹介しつつ，産学官金によるＧＮＴ化支援の具体的な手法として，(a)地方自治

体による補助金，(b)地方金融機関による融資，(c)大学との共同研究，(d)公設試験研

究機関による検査・分析サービスの提供，(e)高校，大学からの人材輩出，(f)見本市

への出展支援，(g)大企業によるベンチャー企業を対象にしたハッカソンの実施など

を上げている。なお，神尾・松林は，GNT 企業の育成には数十年から数百年単位の

時間がかかることがあると述べており，長期的な取り組みが必要であると考えられ

る。 

    盛岡市においては，すでに岩手大学との連携による「盛岡市産学官連携研究セン

ター（コラボＭＩＵ）」や，「盛岡市事業創出支援センター」を中心として多様な分

野のものづくり産業を育成しており，なかでも既に一定の集積がある医療産業を中

心に今後一層の集積が期待される。 

また，岩手大学に代表される研究・教育機関が存在することにより，ものづくり

系の教育を受けた人材が集積している一方で，域内における製造業の比率が低いた

めに流出を招いている側面もある。岩手県内の高卒者の就業先としては製造業が最



241 
 

大であり，うち 1/3 が県外に転出している状況である。 

今後需要が拡大すると見込まれる産業としては，先に述べた情報通信関連産業の

ほか，医療・福祉関連産業が考えられる。内閣府『高齢者白書』（2018 年）によれ

ば，世界の総人口に占める 65 歳以上の者の割合（高齢化率）は，1950 年の 5.1％

から 2015 年には 8.3％に上昇しているが，さらに 2060 年には 17.8％にまで上昇す

るものと見込まれており，今後半世紀で世界的な高齢化が進展することが見込まれ

ている。同白書では，先進地域（ヨーロッパ，北部アメリカ，日本，オーストラリ

ア及びニュージーランド）における高齢化率が 2015 年の 17.6％から 2060 年の

27.6％に増加し，それ以外の開発途上地域においても 2015 年の 6.4％から 2060 年

には 16.3％に増加，65 歳以上人口は 2015 年の 612 百万人から 2060 年には 1,818

百万人に激増（297％増）すると予想されている（この間，総人口は 7,384 百万人か

ら 10,223 百万人の増加（138％増）にとどまる。）。堀内四郎（2010）は，20 世紀

後半の経済先進諸国における高齢者死亡率低下の要因には，心臓病，脳血管疾患，

いくつかの種類の癌，肝臓・腎臓・呼吸器の慢性疾患などによる死亡率の特に中高

年における顕著な減少が始まり，現在も進行中であると述べており，この背景には

医療サービスの質と量，栄養や衛生の改善があったことを示唆している。これらの

ことは，高齢者人口が世界的に増大し，また，高齢者の寿命が世界的に延長すると

いう二つの意味で，医療需要が増大していくことを示している。 

  ウ 施策の例 

  （ア）産業用地取得補助の拡充 

産業用地に企業立地するにあたり，中小規模の製造業事業者が医療や情報通信

関連産業等，今後世界的な需要増が予想される分野にかかる工場等を新設した場

合に補助金を加算する（現状の補助率：固定資産投資額の 15/100）。 

  先行事例：福島市企業立地助成金（用地取得の 70/100を助成） 

       

 （イ）中小製造業従事者向け奨学金返済支援 

     奨学金の返済のためより高い賃金を求めて東京圏に就職先を求める若者の定

 

出所：福島市ホームページ（2018 年）https://www.niigata-
iot.jp/support/matching/ 
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住を促し，中小事業者の人材確保を支援するため，奨学金返済費用の返済を支援

する製造業の企業に対し，返済に係る費用の一部を支援する（ものづくり産業に

かかる UI ターン者に対する「いわて産業人材奨学金返済支援制度」UI ターン者

以外のものに対する支援を補完する）。実施にあたっては，若者は申請のコストを

厭い東京圏の高賃金の仕事を選びかねないことから，就業先を通じた申請が望ま

しいと考えられる。 

   先進事例：北九州市奨学金返済支援事業 

   先進事例：仙台市奨学金返済支援事業  

 

  オ 期待される効果 

第２章でみたように，盛岡広域からの流出が多い製造業就業者の増加が期待でき

る。また，製造業は高付加価値を生み出す産業であり，就業者一人あたりの所得も

増加するものと期待できる。 

 情報通信業と同様，多種多様な産業が特定の地域に集中立地することで「都市化

の経済性」が生じ，地域の経済活動の水準が高まる結果，個々の産業の産出量が増

加すると考えられる。 

 将来的に，産業クラスターが形成される過程では，盛岡市のみならず盛岡広域に

立地を促すことで広域全体の経済循環を加速させることが期待できる。 

また，製造業の男性の正規雇用率及び正規雇用者数は高水準にあり，男性の正規

雇用者を増加させることで若年女性の有配偶率が高まることが期待できる。また，

若者の婚姻率の低下と若者の経済力の低下には一定の関係があると考えられるが，

比較的中位所得が高い製造業就業者の増加は若者の婚姻率や出生数を高めることが

期待できる。 

 

Ⅲ 医療・福祉，サービス産業の待遇向上 

 ア 概要 

    東京圏への転出が加速する医療・福祉やサービス産業の人材の流出を防止し UIタ

ーンを促すため，東京圏との待遇差を埋める。 

  イ 背景 

長松奈美江（2016）は，先進諸国におけるサービス産業化の要因を，(a)技術変化

（自動化による工場等の必要な労働者の減少と，研究開発に関わる労働者の増加），

(b)女性の労働力参加，(c)有償のケア労働の重要性の高まり（育児や介護の社会化）

の三つに分類している。また，長松は，先行研究を参考に，サービス産業における

「仕事の質（賃金，雇用の安定性，職業訓練へのアクセス，仕事の自立性）」は従来

型産業（特に製造業）より悪く，(d)技術変化による職業構造の変化，対人サービス

に関わる非熟練職の増加がもたらす二極化，(e)対人サービス業の「コスト病」（労

働集約型産業における労働生産性の向上の限界と，金銭的制約を持つ家庭のセルフ

サービスとの競争），(f)社会サービス業（医療・福祉，教育等）に対する政府支出

の制限の三つが要因であると分析し，「仕事の質」の劣化をできる限り食い止めるよ

うな制度の取り組みの必要性について述べている。 
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なお，第２章でみたように盛

岡市においては第三次産業の

比率が高く，女性就業者の構成

比が高いが，盛岡市における女

性構成比は左の図のように

徐々に減少する傾向が見られ

る。女性の就業者が多い医療・

福祉における待遇向上に取り

組むことで女性の定着を目指

す必要がある。 

 

 

 

    盛岡労働局『常用求人・求職バランスシート』（2019 年 1 月）によれば，盛岡地

区における 2019年 1月の医療・福祉系の月間有効求人倍率（一般・パートの合計）

は次の図表のとおりである。 

   図表４-２-７ 

職業 有効求人倍率（求人数/求職数） 

専
門
的
・
技
術

的
職
業 

医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 0.56（19/34） 

保健師，助産師，看護師 1.80（377/209） 

医療技術者 2.90（151/52） 

その他の保健医療の職業 2.21（201/91） 

社会福祉の専門的職業 1.66（421/254） 

サ
ー
ビ

ス
の
職

業 家庭生活支援サービスの職業 0.00（0/1） 

介護サービスの職業 3.11（734/236） 

保健医療サービスの職業 1.62（99/61） 

    一方で，東京都における『求人・求職バランスシート』（2019 年１月）によれば，

東京都における 2019年１月の医療・福祉系の月間有効求人倍率（一般・パートの合

計）は次の表のとおりである。 

  

 図表４-２-８ 

職業 有効求人倍率（求人数/求職数），

盛岡労働局との差 

専
門
的
・
技
術

的
職
業 

医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 4.72（2454/520）＋4.16 

保健師，助産師，看護師 3.31（8438/2548）＋1.51 

医療技術者 3.77（3438/911）＋0.87 

その他の保健医療の職業 3.00（3690/1228）＋1.34 

社会福祉の専門的職業 5.15（16207/3144）＋3.49 

サ

ー

ビ

ス

の

職

業 家庭生活支援サービスの職業 9.14（512/56）＋9.14 

介護サービスの職業 8.35（24891/2982）＋5.24 

保健医療サービスの職業 3.58（2390/668）＋1.96 

    盛岡労働局と東京労働局の当月の求人倍率を比較すると，上にあげた全ての職

業において東京労働局の求人倍率が上回っており，特に福祉相談員や保育士，介

図表４-２-６ 

 
出所：総務省統計局『国勢調査』に基づき作成 

1985 1995 2005 2015

女 51.76% 51.57% 51.30% 51.03%

男 48.24% 48.43% 48.70% 48.97%

45%

47%

49%

51%

53%

55%

生産年齢人口男女比の推移

（1985-2015），盛岡市

男 女
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護支援専門員等を含む「社会福祉の専門的職業」や，施設介護員や訪問介護員を

含む「介護サービスの職業」で有効求人倍率の差が大きく，また求人数も大きい

ことがわかる。また，求人数では保健師，助産師，看護師が先の二つの職業に次

ぐ。この求人倍率の差は，下の図表に見られる大きな待遇差（東京都と岩手県の

全学歴の初任給差：男性 49.1千円，女性 59.3千円）を生じさせ，東京圏への流

出を引き起こしているものと考えられる。 

   
    なお，東京圏においても人手不足感は深刻であり，いわゆる「保育園落ちた日本

死ね問題」に代表される待機児童問題や，今後増加する高齢者問題に対応し，千代

田区では区内に勤務する保育士及び介護職員の定着や離職の防止を促すため，当該

職種に対する奨学金返済支援（10 年間で最大 240 万円）を 2019 年度から開始する

など，東京圏と地方の人材獲得競争は一層深刻化していくものと予想される。 

    これらの現象の背景には，①東京圏における少子化，②人手不足，③女性の労働

力参加と地方から東京圏への若者の流入，④家庭におけるタスク（食事の準備，子

どもや高齢者の世話，家の清掃など）の一部の市場化・社会化，⑤東京圏が地方か

らサービスの担い手を吸引するような構造が伺える。 

    また，岩手県には下表の例に掲げるように多くの医療・福祉系高等教育機関があ

り，教育を受ける期間内に人口集積が見られることから，医療・福祉人材の県外へ

の流出の防止が必要と考えられる。 

   図表４-２-10 

岩手医科大学，岩手県立大学，岩手看護短期大学，岩手保健医療大学，修紅短

期大学，盛岡大学，盛岡医療・福祉専門学校，国際医療・福祉専門学校一ノ関

校，北日本医療・福祉専門学校，盛岡看護医療大学校，いわて公務員・医療・

ビジネス専門学校，岩手県立二戸高等看護学院，岩手県立宮古高等看護学院，

岩手県立一関高等看護学院，専修大学北上福祉教育専門学校，岩手リハビリテ

ーション学院，岩手看護専門学校，水沢学苑看護専門学校，岩手医科大学医療

専門学校，盛岡社会福祉専門学校，一関市医師会付属一関看護専門学校，花巻

高等看護専門学校 

 

  

ウ 施策の例 

  （ア）ＩＴ技術導入補助加算 

     経済産業省が実施する「サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業」（1/2 補助，

上限 50万円）の採択を受けた市内の中小企業が，盛岡広域の IT導入支援事業者

を契約対象者として事業を実施した際に 1/4補助を加算する。なお，医療・福祉

に関わらずサービス業に展開することで，労働集約型産業の働き方改革を側面支

援できる。 

図表４-２-９ 医療・福祉事業者の新規学卒者の初任給額（2017 年） 

 
出所：厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（2019 年） 

学歴計 高校卒 大学卒 学歴計 高校卒 大学卒 学歴計 高校卒 大学卒

全国 188.3 159.1 183.0 204.9 204.3 193.6 166.4 189.5 202.9 199.0 186.7 157.2 181.8 205.9 213.4

03 岩　手 153.9 133.9 159.3 148.6 185.9 154.9 164.4 214.8 143.6 - 153.8 131.1 157.8 161.0 185.9

11 埼　玉 189.1 170.0 178.1 203.9 188.9 189.1 160.5 162.6 199.2 - 189.2 171.7 180.3 206.8 188.9

12 千　葉 222.1 165.1 200.7 242.7 196.0 225.5 175.1 236.3 233.7 196.0 220.6 161.4 196.4 248.0 -

13 東　京 210.4 173.6 208.7 213.0 182.5 204.0 175.5 214.1 203.6 182.5 213.1 172.0 207.1 217.2 -

14 神奈川 195.2 173.7 193.7 202.1 229.0 187.2 170.1 193.1 190.6 - 197.7 175.9 193.8 206.1 229.0

高専・
短大卒

大学院

修士課程

修了

高専・
短大卒

大学院

修士課程

修了

高専・
短大卒

大学院

修士課程

修了

男 女男女計

単位：千円

区　分

Ｐ　医療，福祉
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（イ）医療・福祉向け奨学金返済支援の拡充 

     奨学金の返済のためより高い賃金を求めて東京圏に就職先を求める若者を盛

岡市にとどめ，あるいは UＩターンを促し，中小事業者の人材確保を支援するた

め，奨学金返済を支援する企業等に対し，返済に係る費用の一部を支援する。実

施にあたっては，若者は申請のコストを厭い東京圏の高賃金の仕事を選びかねな

いことから，就業先を通じた申請が望ましいと考えられる。 

      先進事例：北九州市奨学金返済支援事業 

      先進事例：仙台市奨学金返済支援事業    

 

  エ 期待される効果 

ＩＴ技術導入により業務の効率化を図ることで，労働時間や労働環境の改善が図

られ，経済支援と合わせて実施することで，東京圏との「仕事の質」の格差を縮小

させ，特に若者女性の流出を抑制し定住を選択する若者を増加させることができる

と考えられる。近年の若者における婚姻率の低下と，若者の経済力の低下には一定

の関係があるとみられることから，医療・福祉従事者の「仕事の質」が向上するこ

とは，結婚後の世帯の維持に寄与すると考えられ，若者の婚姻率や出生数を高める

ことが期待できる。 

（参考）経済産業省： 

サービス等生産性向上 IT 導入支援事業

 
出所：経済産業省『サービス等生産性向上 IT 導入支援事業』パンフ

レットから抜粋 
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Ⅳ 外国人観光客の獲得 

 ア 概要 

    今後激増が予想される外国人観光客が消費する外貨を獲得するため，盛岡広域，

岩手県，北東北の産業と盛岡市の都市性を活かしたコト消費の仕組みを地域連携

DMO 及び地域 DMO 等を中心にして構築する。 

  イ 背景 

        

日本人国内居

住者の国内旅行

平均回数は 2011

年に底を打った

後若干の回復を

見せている。ま

た日本人国内旅

行消費額は横ば

いを続けてお

り，今後人口減

少に比例して減

少していくものと

考えられ，日本人

旅行客を通じた外

貨獲得額は減少し

ていくものと考え

られる。 

 日本政府観光局

（JNTO）によれ

ば，訪日外国人の

数は増加を続け，

2018 年には過去

最大の 3119万２

千人に達し，2011

年に比較しておよ

そ 5倍に激増して

いる。左の図表

は，訪日外国人の

うち，2018年に

50万人を超えた

国・地域を抽出し

たものだが，中

国，韓国，台湾，

香港のアジア地域

の観光客が多いこ

とがわかる。国・

地域別では，2003

年から 2014年ま

図表４-２-11 日本人国内述べ旅行者数及び前年比  

 

図表４-２-12 日本人国内旅行の 1人 1回あたり旅行単価及び前年比 

 

出所：観光庁『旅行・観光消費動向調査』（2019 年）から引用 

図表４-２-13

 
出所：日本政府観光局（JNTO）『国籍/月別訪日外客数』を基に作成。 
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で韓国が最も多かったが，2015 年には中国が最も訪日客の多い地域となってい

る。なお，韓国，中国，台湾，タイ，豪州，米国で過去最高を記録している。 

 

また，観光庁による 2018

年の訪日外国人の一人あた

り旅行消費額を地域別にま

とめたものが左の図表であ

る。 

   アジアの主要地域では，韓

国が 77,559 円で最も低く

中国が 223,640 円で最も高

い。いずれも日本人国内旅

行の一人当たり単価をはる

かに超えていることがわか

る。また，訪日外国人旅行

消費額では中国が 14,485

億円で桁違いに多く，今後

も存在感を増していくもの

と予想される。 

    

    JNTO の調査によれば，海外

の主要各地域の海外旅行の

傾向は次のとおりである。 

韓国における 2016年の出国者数は 23百万人（地域の人口に対する比率は約 43％）。

訪日回数が 2－3回以上の者が 63.9％を占める。人口一人あたりの GDP は 29,891US

ドル（2017年）である。 

    中国における 2016 年の出国者数は 136 百万人（地域の人口に対する比率は約

10％）。訪日回数が 2－3 回以上の者が 39.8％を占める。人口一人あたりの GDP は

8,643USドル（2017年）である。 

    台湾における 2016年の出国者数は 16百万人（地域の人口に対する比率は約 66％）。

訪日回数が 2－3回以上の者が 80.1％を占める。人口一人あたりの GDPは 24,577US

ドル（2017年）である。 

    香港における 2016 年の出国者数は 92 百万人（地域の人口に対する比率は約

1276％）。訪日回数が 2－3回以上の者が 83.4％を占める。人口一人あたりの GDPは

46,109USドル（2017年）である。 

このことから，(a)リピート率が高いのは香港及び台湾，(b)リピート数が多いの

は韓国，台湾，中国，(c)今後の伸びしろが最も多いのが中国であることがわかる。

また，これらの国々は日本から近く，ヨーロッパやアメリカ大陸と比べてより多く

のリピーターを得ることができると考えられる。なお，観光庁「訪日外国人消費動

向調査（トピックス分析）」（2017年）では，訪日外国人のリピーターの 86％を占め

る韓国，台湾，香港，中国の訪日客に対して調査を行い，(a)訪日回数の増加ととも

に一人あたり支出額が高くなる(特に中国で顕著)こと，(ｂ)訪日回数が増えると地

方を訪れる割合が高くなること，(c)訪日回数が増えると一人旅の割合が高くなり

（香港は「夫婦・パートナー」の割合が増加），個別手配の割合が高くなること，(c)

訪日回数が増えるほど「日本の酒を飲むこと」「温泉入浴」が増える，(d)「スキー・

スノーボード」「スポーツ観戦」は次回の訪日で実施したいとの希望が国籍，地域，

図表４-２-14
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訪問回数にかかわらず実績を上回っていることを明らかにしている。 

 JNTO が調査した 2017年の外国人旅行客の都道府県別訪問率（複数回答）をみる

と，東北 6県への訪問率は 2.55％/246.25％にとどまる。 

また，地方ブロック別外国人述べ宿泊者数でも東北地方は 2016 年から 2017年に

かけて増加しているものの，およそ１％程度にとどまっており東北への訪日客の増

大が期待される。 

 

観光庁「訪日外国人消費動向調査」では，

訪日外国人の旅行消費の費目として，「宿泊費」

「飲食費」「交通費」「娯楽等サービス費」「買

い物代」が上げられている。第２章でみたよ

うに，盛岡市においては，全国 110 都市の産

業就業指数で比較して，宿泊業が 13/110 位，

飲食業が 22/110位，娯楽業が 8/110位，各種

小売業 1～18/110 位とサービス業が充実して

おり，訪日外国人のニーズのとの親和性が高

いものと考えられる。 

ただし，長松（2016）は，先行研究を参考

に，飲食サービス，家事代行サービス，宿泊

業，娯楽業を，余暇の消費に関連する「消費

サービス」と定義し，「仕事の質」の悪さが際

立っており，技能水準が低く，パート・アル

バイト・比率が非常に高く，正規雇用者の中

では男女とも長時間労働が飛びぬけて長いこ

とを指摘している。これらの産業では，消費  

者サービスが拡大するにつれ，一方で不安定で低賃金の非正規雇用者が増加し，他方で

少ない正規雇用者の労働時間が長期化する形で，「仕事の質」がますます低下していく

ことに警鐘を鳴らしている。 

近年，政府は，国・地方公共団体・民間事業者が連携し，訪日外国人旅行者の受入

環境の整備・充実を総合的に推進することで，全国的に訪日外国人旅行者が安心して

快適に，移動・滞在・観光することができる環境を提供し，訪日外国人旅行者の訪問

を促進するとともに，満足度を高め，リピーターの増加を図ることを目指す「観光地

域づくり」を企図し，日本版 DMO（Destination Management/Marketing 

Organization）の形成を推進している。日本版 DMOは，地域の「稼ぐ力」を引き出す

図表４-２-15 都道府県別訪問率 

 

Prefecture Visit Rate(%) Prefecture Visit Rate(%)

Tokyo 46.20 Kagoshima prefecture 0.95

Osaka 38.73 Kagawa Prefecture 0.89

Chiba Prefecture 36.00 Miyagi Prefecture 0.84

Kyoto 25.85 Yamaguchi Prefecture 0.80

Fukuoka Prefecture 9.75 Niigata Prefecture 0.75

Aichi Prefecture 8.91 Okayama Prefecture 0.71

Kanagawa Prefecture 8.49 Saga Prefecture 0.66

Hokkaido 7.66 Ibaraki Prefecture 0.64

Okinawa Prefecture 7.32 Shiga Prefecture 0.64

Nara Prefecture 7.29 Mie Prefecture 0.60

Hyogo Prefecture 5.51 Aomori Prefecture 0.58

Yamanashi Prefecture 5.38 Gunma Prefecture 0.46

Shizuoka Prefecture 4.68 Ehime Prefecture 0.43

Oita Prefecture 4.18 Miyazaki Prefecture 0.36

Hiroshima Prefecture 2.95 Yamagata Prefecture 0.36

Nagano Prefecture 2.81 Akita Prefecture 0.28

Gifu Prefecture 2.48 Tokushima Prefecture 0.27

Kumamoto Prefecture 2.06 Fukushima Prefecture 0.26

Nagasaki Prefecture 2.05 Iwate Prefecture 0.23

Ishikawa Prefecture 1.93 Tottori Prefecture 0.22

Tochigi Prefecture 1.43 Kochi Prefecture 0.17

Wakayama Prefecture 1.19 Fukui Prefecture 0.17

Toyama Prefecture 1.04 Shimane Prefecture 0.12

Saitama Prefecture 0.98 東北訪問率 2.55

図表４-２-16 

地域ブロック別外国人延べ宿泊数  

 
 
出所：日本政府観光局（JNTO）『国籍/月別訪日外客

数』を基に作成 
 注）元データは観光庁「宿泊旅行統計調査」 

Region

Hokkaido 6,165,450 9.6% 7,265,810 10.0%

Tohoku 648,430 1.0% 966,860 1.3%

Kanto 23,864,100 37.2% 27,060,960 37.1%

Hokuriku Shinetsu 1,869,130 2.9% 2,185,470 3.0%

Kinki 16,196,820 25.3% 17,655,640 24.2%

Chubu 4,906,270 7.7% 4,996,190 6.9%

Chugoku 1,203,140 1.9% 1,454,120 2.0%

Shikoku 506,340 0.8% 690,120 0.9%

Kyushu 5,182,610 8.1% 6,600,110 9.0%

Okinawa 3,524,440 5.5% 4,058,380 5.6%

2016 2017

図表４-２-17 国籍・地域別の費目別訪

日外国人旅行消費額  

 
 
出所：観光庁『訪日外国人消費動向調査』から引用 
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とともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づく

りの舵取り役として，多様な関係者と協働しながら，マーケティングや科学的アプロ

ーチを取り入れた明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略

を策定するとともに，マネジメントの観点に基づき戦略を着実に実施するための調整

機能を期待される法人である。日本版 DMOには，(a)広域連携 DMO：複数の都道府県に

またがる区域を一体とした観光地域としてマーケティング・マネジメントを行う組

織，(b)地域連携 DMO：複数の地方公共団体にまたがる区域を一体とした観光地域とし

てマーケティング・マネジメントを行う組織，(c)地域 DMO：基礎自治体である単独市

町村の区域を一体とした観光地域としてマーケティング・マネジメントを行う組織の

三つの区分があり，観光庁へ登録することにより内閣府の地方創生推進交付金による

支援や関係省庁の重点的支援を受けることができる。2018年 12月 21日時点で，地域

連携 DMOは全国で 54 件登録されており，うち東北は「（一社）宮城インバウンド DMO

（白石市，名取市，角田市，岩沼市，蔵王町，七ヶ宿町，大河原町，村田町，柴田

町，川崎町，丸森町，亘理町，山本町）」「（一社）秋田犬ツーリズム（大館市，北秋田

市，小坂町，上小阿仁村）」「（公財）福島県観光物産交流協会」の 3件である。地域

DMO は全国で 40件登録されており，うち東北は「（一社）気仙沼地域戦略」「（一社）

いわき観光まちづくりビューロー」の 2件の 3件である。また，候補法人として，地

域連携 DMO は全国で 42件登録されており，うち東北は「（公社）青森県観光連盟（青

森県）」「（一財）VISITはちのへ」「（一社）しもきた TABIあしすと」「（公財）さんり

く基金」「（一社）世界遺産平泉・一関 DMO」「（株）インアウトバウンド仙台・松島」

「（一社）石巻圏観光推進機構」「（公社）山形県観光物産協会」「（株）おもてなし山

形」「いせでわ DMO」の９件である。地域 DMOの候補法人は，77件登録されており，う

ち岩手は「（一社）宮古観光文化交流協会」「（株）かまいし DMO」「（株）八幡平 DMO」

の３件である。このように，民間視点で訪日外国人の属性ごとの嗜好をリサーチし，

地域の特性を活かした商品やサービスを開発し，各国・地域ごとに最適化されたブラ

ンディングやプロモーションを行い，商品やサービスを提供し外貨を獲得する動きは

活発になっており，訪日外国人をめぐる都市間競争は激化しつつある。 

 盛岡市そのものに世界から注目される観光資源は多くはないものの，150 ㎞圏内に

青森市，弘前市，十和田，秋田市，八戸市，100㎞圏内に角館，平泉，龍泉洞，遠

野，小岩井農場など有数の観光地が所在しており，北東北の観光地のハブとしての拠

点性は高い。 

 ウ 施策の例 

  （ア）盛岡地域 DMO・盛岡地域連携 DMO の設立と支援 

     盛岡市と盛岡広域をマーケティング・マネジメント対象とする公民連携 DMO の

設立を支援し，盛岡広域へ主として訪日外国人を誘致する。すでに取組みを進め

ている八幡平市（（株）八幡平 DMO）,雫石町（自立型インバウンド誘客 DMO），葛

巻町（くずまき型 DMO）と連携し，訪日外国人を国・地域別にセグメントし，そ

のニーズを把握するとともに，広域の市町の魅力を訪日外国人のニーズに合うよ

うに調整し，着地型ツアーや体験型プログラムを構築することで，訪日外国人が

広域により多く・長く滞在し，より多く消費するための仕組みをつくり，更新し，

維持していくことで，宿泊業・飲食サービス業，娯楽業等による外貨の獲得を図

る。 

     先進事例：豊岡市，（一社）豊岡観光イノベーション 

          インバウンド需要の取り込みに注力し，2015 年には 2011 年比で 30

倍の外国人宿泊客の増加に成功。さらなる成長のため，2016 年に豊岡

版 DMOを設置した。 
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          特長 

          （a）豊岡市と民間事業者 4社（運輸 2社，金融 2社）が共同出資 

          （b）データを活用したマーケティングリサーチに基づいてニーズを

把握し，ブランド確立と魅力発信を行うとともに，観光事業者

にマーケティング支援を行う。 

          （c）訪日外国人向けのデザインによる宿泊予約サイトを設置し，地

域の魅力を世界に発信 

          （d）近隣市との連携でさらなる付加価値向上 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）（仮）北の美食王国もりおか 

     盛岡市に集積している宿泊業，飲食店の質を活かし，すでに取り組んでいる盛

岡市の食材と提供店にこだわった「美食王国もりおか」を，盛岡広域や岩手県（ま

たは北東北）の食材や食文化を集積する「（仮）北の美食王国もりおか」に発展さ

せることで，最終的に訪日外国人等の飲食サービス需要，宿泊需要を取り込む。 

     訪日外国人のリピート率が高まるにつれ，パッケージツアーから FIT（Foreign 

Independent Tour，海外個人旅行）に移行することが指摘されている。島原万丈

（2016）は，旅慣れた旅行者ほど地元の人でにぎわうスポットに行きたがること

を指摘しており，デービット・アトキンソン（2015）は，FIT が日本を旅行する

にあたって抱く不満として夜間の過ごし方の選択肢が少ないことを指摘してい

る。 

北東北で今後人口の大幅な減少が予想されている。岩手県では 2045 年に 69％

に減少し，青森市では 63.8％，秋田市では 71.5％に減少するなかで，盛岡市では

81.9％と比較的減少幅が小さい。このことは，今後盛岡市の都市性が相対的に高

まることを意味している。多様な選択肢が提供される都市の必要性は，FIT にお

いて特に高いものと考えられる。島原（2016）は，街に暮らす楽しさや心地よさ

を住民がどのように感じているかを主観的に評価する調査を行い，「食文化が豊か」

の指標について盛岡市が 5位/134都市であることを示しており，盛岡の食文化に

は優位性がある。また，盛岡市は，日本海・陸奥湾・太平洋の中間点に位置し，

北東北や岩手県，盛岡広域の多様な食材や食文化の集積がしやすい地理的な優位

性も有している。一方で，北東北の各観光地間に距離があってすべての観光地を

訪れることができない FIT にとって，都市において多様な食材や食文化を選択肢

できることは利便性の向上にもつながるものと考えられる。 

 

  エ 期待される効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：（一社）豊岡観光イノベーションホームページから引用 

https://visitkinosaki.com/ 
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    客数の増加，客単価の増加，リピーターの増加が期待できる。また，売り上げの

増加に比例して，宿泊業・飲食サービス業など観光関連産業の外貨獲得増と一定の

雇用者数の増大が期待できる。また，食材に係る流通の合理化（例：やさいバス（静

岡県，エムスクエア・ラボ），中央卸売市場の空きスペースを活用した中小飲食店に

対する北東北・岩手県の食材の流通支援，貨物混載・貨客混載など）を実現できれ

ば，宿泊業・飲食サービス業では原材料費の低減を，岩手県内や北東北，盛岡広域

の生産者では所得向上を期待することができるなど，一定の経済循環が生じるもの

と考えられる。 

 

Ⅴ その他の産業施策の方向性 

 （Ⅴ－１）地域内の中小企業がもつモノやスキルのシェアリング 

ア 概要 

      公民連携の手法により，盛岡広域の事業者が有する設備，製品，技術，スキ

ル，スペース等を web 上で見える化してアクセスを容易にし，事業者間の小規

模・低コストなプロジェクトのマッチングを推進する。 

イ 背景 

盛岡市まちづくり研究所（2017）が作成した 2011 年の産業連関表では，盛

岡広域における輸移入額は 1,158,080 百万円で，輸移出額 1,029,554 百万円を

上回っており，△128,526 百万円の輸移入超過となっている。このように輸移

出額が超過していることはマネーが域外に流出しており，盛岡広域の住民に再

配分されるマネーが減少することを示している。 

CtoC（Consumer to Consumer，個人間取引）では，クルマ，イベントスペ

ース，宿泊先，駐車場，腕時計，おもちゃ，家事，育児，スキルや知識などを

共有するシェアリングエコノミー市場が拡大しつつあり，BtoB（Business to 

Business，企業間取引）分野にも拡大しつつある。 

2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」に記載された 2030 年までの国際目標「SDGs（持続可能な開発目標）」

では，持続可能な生産消費形態の確保を求めており，原材料やエネルギーをよ

り効率的に利用することが求められている。 

    ウ 施策の例 

        地域内ＢtoＢのプラットフォームを，大学またはベンチャー企業等との共同

研究で開発し，地域内を対象にして運用する。具体的には，他業種に提供でき

る設備，製品，技術，スキル，スペース等を，事業所ごとにプラットフォーム

に登録し，必要とする者が必要な設備，製品や，技術，スキル，スペース等を

検索し，保有企業にアクセスできる環境を提供する。 

               先進事例：ＦＬＯＯＷ２（オランダ）  

            ・企業の余剰生産能力，設備，技術を透明化し，企業間共有市

場を開発 
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            ・自社が保有する有形，無形の資産を他事業者に提供すること

により，売上増加と投資収益率の向上を図る一方で，提供さ

れる事業者は，低コストで経営に必要な資源を共有する。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

     エ 期待される効果 

       提供企業は，売上増加や投資収益率の増加を図ることができる。利用企業は，

経費節減を図ることができる。広域内企業に限って運用することでマネーの域

外流出の低減が期待できる。IT 技術，アートディレクション，マーケティング

など付加価値額を高める事業者とその他の事業者のアクセスを容易にし，より

付加価値の高い商品やサービスを生み出す契機となる。また，ＳＤＧｓに対応

した循環型社会の構築に寄与する。 

 

 （Ⅴ－２）岩手県遠恋複業課への参加 

ア 概要 

      東京圏に住む人材の複業という形で，岩手県における地域の課題を解決する

バーチャルな組織。岩手県との複業を遠距離恋愛になぞらえた公民連携の日本

初の取組みである。総務省「関係人口」創出事業のモデル事業として 2018 年

から実施している。 

イ 背景 

第２章でみたように，東京圏からの転出率は低下しており，東京圏における

定住率が上昇したことで，地方の人口減が一層悪化している。 

2018 年 1 月に厚生労働省は「複業・兼業の促進に関するガイドライン」を作

成し，合わせて「モデル就業規則」を改定し，副業禁止規定が削除された。こ

れをうけ，優秀な人材獲得を図る企業を中心に副業を解禁した。 

    ウ 施策の例 

      2018年度に取り組まれている一関市，釜石市に加え，盛岡市の中小企業から

も東京圏の人材と提携したい事業者を募集し構想に参加する。 

    エ 期待される効果 

      盛岡広域の中小企業が生む付加価値の向上が期待できる。東京圏と地方の隔

絶が拡大するなかで盛岡広域の中小企業と東京圏とのパイプの構築を図るこ

とができる。 

    

Ⅵ その他の施策の方向性 

（Ⅵ－１）ＵＩターン者近居・同居支援 

 ア 概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：FLOOW2 ホームページから引用 https://www.floow2.com/ 
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    Ｕターン者やＩターン者が親等と多世帯で近居，同居するための住宅関連支援を

実施する。 

  イ 背景 

    合計特殊出生率と三世帯同居率の相関を 82都市で比較すると，相関係数（R）

は 0.5712であり，相関があることがうかがえる。 

    第２章でみたように，

盛岡市においては第

三次産業が優位であ

る。第三次産業のうち

特にサービス業では

生産と消費の同時性

があり，勤務日や勤務

時間は必ずしも子育

て支援サービスや子

育て関連施設の運営

時間と合致しない。一

方で，夫婦とも就業す

る率が上昇しており

子育て支援の必要性

は増している。 

    第１章でみたように，子どもが消費財化した今日では，結婚し子どもを持つこ

とは他の消費財との競争が発生すると考えられる。つまり，結婚するか否か，子

供を持つかどうかの判断は，マクロ的には所得に依存するものと考えられる。 

    また，第１章でみたように，盛岡市には北東北や岩手県内から転入した若者が

多く，親の直接的な支援を受けられない若者が多く存在する。 

第３章でみたように，東京圏で暮らす若者では，実家に Uターンするタイミング

として女性で子育てや介護のタイミングを上げている一方で，男性では盛岡広域に

移住する際に重視することとして親の世話・介護を上げている。 

    縄田（2006）では，1970年代にかけて実現した「2人っ子」世代が世帯形成を

迎え，4人に 3人が長男・長女という状況下で，夫婦のいずれかの親との近・同居

という緩やかな直系家族が再編成されつつある可能性を指摘している。 

 

  ウ 施策の例 

    盛岡市に居住する親と Uターンする子ども世帯が同居・近居する場合や，盛岡

市に居住する子世帯のもとに親世帯が転入して同居・近居する場合に，住宅取得

やリフォームの支援を行う。 

 （ア）UI ターン者が多世帯で，同一小学校区内に近居するための住宅取得を支援（単

身の卑属との同居，近居を除く。上限 30 万円，中古住宅の場合は 50 万円） 

  （イ）UI ターン者が多世帯で同居するためにリフォームする場合にかかる費用の一部

を支援（単身の卑属との同居を除く。上限 80 万円，U ターン者の場合は 20 万

円加算） 

図表４-２-18 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：総務省統計局『国勢調査』（2015）及び厚生労働省『人口動態統計特

殊報告』（2014）を基に作成。 

R² = 0.2647

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8

三世帯同居率と合計特殊出生率
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  エ 期待される効果 

   親世帯と子育て世帯の同居・近居を促すことで，親等の子育てのバックアップが

期待でき，社会サービスのみに偏らない子育て環境を整えることで出生数の増加を

促すことができる。また，将来の親世代の世話，介護の必要性が生じた際にも，社

会サービスにのみ偏らない環境を整えることができると考えらえる。 

   子育て環境を整えることによって，女性の社会進出を支援することができ，女性

の正規雇用率を高めるなど，労働生産性の向上が期待できる。 

   東京圏に居住する若者（子育て世帯）に対し，盛岡市の子育て支援政策と合わせ

て，実家等の親族によるバックアップ体制の構築支援も合わせて訴求することで，

東京圏に対する地方都市の生活環境の優位性を PR し，子育て世帯の U ターンの増

加を期待できる。 

   北東北及び岩手県内から転入して定住している若者（子育て世帯）に対し，盛岡

市の子育て支援政策と合わせ，親世代の盛岡市への転入を促進することで親族等に

よるバックアップ体制の構築を支援し，若者世代の盛岡市への定着を促す。なお，

金融機関等の協力を得て，給与等受取口座の設置（移設）や貯金の移動を条件にし

先進事例：福井市の各種住宅政策

 

 

出所：福井県ホームページから抜粋 http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenchikujyuutak
uka/jukanrenhojo_d/fil/005.pdf 
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た優遇融資が実現できれば，岩手県内に親等の資産を流入させることも期待できる。 

 

（Ⅳ－２）IT技術を活用した子育て世帯を地域で支える仕組みの構築 

 ア 概要 

    シェアリングエコノミー技術を活用し，公民連携で子育て世帯を地域で支える仕

組みを構築する。 

  イ 背景 

    第２章でみたように，盛岡市においては第三次産業が優位である。第三次産業

のうち特にサービス業では生産と消費の同時性があり，勤務日や勤務時間は必ず

しも子育て関連施設の運営時間と合致しない。一方で，夫婦とも就業する率が上

昇しており子育て支援の必要性は増している。 

    石黒格（2018）は，インターネットや SNSの普及や交通機関の利便性の向上な

どの社会の変化により個人の選択可能性が高まった結果，血縁，地縁，社縁とい

った従来の「場」の影響力が低下し，社会関係が個人化する方向にシフトしてい

ることを指摘している。 

    第１章でみたように，盛岡市には北東北や岩手県内から転入した若者が多く，

親の直接的な支援を受けられない若者が多く存在すると考えられる。 

  ウ 施策の例 

    インターネットを通じた子育てシェアリングサービスを活用することで，顔見知

り同士が子どもの送迎や託児を１コインで頼り合う今日的な新たな形の共助を構

築する。 

    先進事例：湯沢市×AsMama 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・湯沢市は（一社）シェアリングエコノミー協会により，「シェアリン

グシティ」の認定を受けている。湯沢市では，共助コミュニティの浸

透や子育て支援者の発掘を通じて AsMama 社の展開を支援すると

ともに，各種子育て関連事業やイベントの周知の協力を行い，子育て

環境の充実をはかる。 

         ・AsMama 社では，事業を通じて（a）子育て世帯の地域に頼れる環

境を構築，また支援する者の収入獲得や自己実現の達成，(ｂ)地域

企業等が子育て支援することで得る広報，マーケティング，集客の

 

出所：湯沢市ホームページから抜粋 http://www.city-yuzawa.jp/childrearing
02/1491.html 
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実現，（ｃ）自社のミッションである社会課題解決と活動資源の継続

確保を実現していく。 

            

  エ 期待される効果 

    子育て環境を整えることによって，女性の社会進出を支援することができ，女

性の正規雇用率を高めるなど，労働生産性の向上が期待できる。また，子育て環

境を整えることで出生数の増加が期待できる。 

サービスの提供者側では，一定の収入が得られるほか，殊にアクティブシニア層

などでは，自らの子育て経験を資産として活かした自己実現を期待できる。 

    今後普及が期待できる IT を活用したシェアリングエコノミーの実証ができ，都

市の先進性を維持することができる。 

 

（Ⅵ－３）関係人口アプローチの拡充 

 ア 概要 

    すでに先進的な取り組みを進めている盛岡市の関係人口に対する取り組みを一

層拡充し，東京圏と地方のネットワークを複線化することで東京圏と地方の関係を

深め，盛岡市に関心を持つ層の裾野を拡大することで，最終的な移住定住者の増加

を図る。  

  イ 背景 

    増田寛也（2013，2014）により，2010年から 2040年にかけて 20-39 歳女性が５

割以上減少する 896自治体（全体の 49.8％）が『消滅可能性都市』と定義され

た。2014年９月には内閣官房に「まち・ひと・しごと創生本部」が設置され，12

月には地方公共団体へ「地方版総合戦略」を策定するよう通知され，地方創生の

取組みが本格化した。 

    一方で，市民レベルでは徐々に若年層の移住に対する関心が高まっている。地

方移住（ＩＪＵターン）を支援する相談窓口「ふるさと回帰支援センター」（千代

田区有楽町）では，2010年以降，電話問い合わせや面談・セミナー等の参加件数

が約 10倍に急増している。また，ふるさと回帰支援センター利用者の年代は，

2010年には 50代以上が 70％を占めていたものが 2018 年には 30％まで減少，40

代までの世代が 70％を占めるようになっている。 

 

 

    佐藤柊平（2018）はこれらの事象を踏まえて，地方創生と移住の動向について

図表４-２-１８ 

 

出所：認定ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センター「2018 年の移住相談の傾向，ならびに移住希望地域ランキング公開」
（2019 年）から抜粋 
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（a）移住＝リタイア，都市部の負け組という時代の終焉，（b）地域/自治体間に

おける限られた移住人口の争奪戦の激化，（c）息の長い移住施策の必要性（1-3 年

以内に移住したい者の出現率はわずか 5％である）を指摘している。 

    また，総務省では，「田園回帰」といわれる都市部から農林漁村への移住の潮流

が生まれ，新しい変化を起こすことができる人材が地域に入り始めている一方

で，地方圏から東京圏への転出超過は年間 10万人以上の規模で進行し東京一極集

中の傾向を是正できていないことを踏まえ，2016 年に「これからの移住・交流施

策のあり方に関する検討会」（座長：小田切徳美）を設置し，9回にわたって議論

を行った。この検討会の中で，「ふるさと」を国民の一人ひとりが，出身地に限る

ことなく思いを寄せる地域と位置づけ，「ふるさと」を支える主体となりうる地域

外の人材を「ふるさと」の関わりに応じて次のとおり分類した。まず，その地域

にルーツがある者として（a）近隣の市町村に居住する「近居の者」（b）遠隔の市

町村に居住する「遠居の者」と分類し，ついでルーツがない者として（c）過去に

その地域での勤務や居住，滞在の経験等を持つ「なんらかの関わりがある者」，

（d）ビジネスや余暇活動をきっかけに行き来する「風の人」などに分類したうえ

で，必ずしも移住・定住のみを目標とするのでなく，「ふるさと」と複層的なネッ

トワークを形成することで，地域づくりに継続的に貢献できるような環境を整え

ることも重要であると指摘された。地域づくりの主たる担い手は地域住民である

が，移住者や地域外の人材は，地域住民が気付いていない地位の魅力・価値を発

見することができるため，地域内外の担い手を広くつなぎ止め，活用することが

重要であることが指摘された。さらに検討会では「ふるさと」との関りが多様化

していることなども踏まえ，長期的な「定住人口」でも短期的な「交流人口」で

もない，地域や地域の人々と多様に関わる者である「関係人口」の重要性につい

ても議論された。このような認識を踏まえ，検討会では，（a）段階的な移住・交

流の支援＝移住希望者が最終的な移住地を決めるまでに一定の期間が必要であ

り，またライフステージに応じたニーズが必要であるため，地方公共団体では地

域外の者からの交流の入り口を増やすことや地域住民との交流の機会を積極的に

創出することで，将来の移住・定住を促す仕組みを整える。（b）ふるさとへの思

いを受け止める＝必ずしも移住という形でなくとも特定の地域に対して思いを寄

せ，継続的にかかわりを持つことを通じて，貢献しようとする人々の動きを積極

的に受け止める新たな仕組みを整える。地域の伝統文化の承継に係る活動や，地

域づくりの担い手としての活動を行うことを継続的に支援するなど。（c）地域に

おける環境を整える＝「関係人口」と「ふるさと」を継続的につなぐ中間支援機

能とその人材の育成の三つの方向性が示された。 

    総務省では，検討会の議論を踏まえ，引き続き検討を進めるため 2018 年度予算

に「関係人口」創出事業を計上し，「関係人口」に対して「ふるさと」の地域づく

りにかかわるきっかけを提供する地方公共団体をモデル的に支援することとし

た。 

    盛岡市では，2018 年に地方創生推進交付金（内閣府）を活用して，「関係人口の

増加を基軸とした移住・定住・交流人口対策事業」に着手した。共通コンセプト

を「盛岡という星で」と設定して実施しているこの事業では，雇用、観光、地域

経済、農業などの各分野での現状や課題などを把握し既存事業との関係性を考慮

した上で、イベント開催などのほか、マーケティング手法を構築しながらホーム

ページやＳＮＳ、マスメディアによる双方向を意識した情報発信を行い、東京圏

の潜在的な移住・交流ニーズに対応することで、特産品購入やふるさと納税など

東京圏にいながら盛岡市との関係性を築くことができる環境を整備することを企
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図している。また、高校生などの若者に盛岡市で働くイメージを持つ機会を提供

することで、長期的な視点から若者の盛岡市への還流を促進するほか、東京圏か

らの交流や移住の希望者が、「仕事」や「暮らし」を一体的に体験できる環境や、

地域と交流できる拠点を整備し、移住や交流につながる新たな仕組みを構築する

ことを目指している。具体的には，（a）関係人口の増加を機軸とした東京圏にお

ける移住・定住の促進＝盛岡ファン・コミュニティ活動の活性化や盛岡市と関係

性がある場所のデータベース化，東京都における相談支援機能の強化，移住，定

住に係る効果的な広報活動の展開，（ｂ）盛岡の暮らしや仕事を体験できる環境，

官民連携の交流拠点の整備＝盛岡暮らし体験コンテンツ，中途採用向けインター

ンシップの整備，将来的に盛岡で働く・暮らすことをイメージできるメディアコ

ンテンツの作成，交流拠点の整備，（c）新たな IT技術を活用した広報・マーケテ

ィング戦略や，関係人口をつなぐ環境の整備＝効果的な情報発信やマーケティン

グ手法の構築，IT技術を活用した関係人口をつなぐ環境の整備などの先進的な取

り組みに着手している。 

  ウ 施策の例 

  （ア）関係予備人口アプローチの拡充 

     盛岡市においては SGH（スーパーグローバルハイスクール，文部科学省事業）

や，地域福祉人材育成事業など，地域が抱える課題を高校生に提示し，地域の人

とともに解決に取り組むことで地域課題と解決手法を学ぶ PBL（Problem Based 

Learning，問題解決学習）を通じて，地域への関心を喚起し，将来地域を支える

人材や，将来全国レベル・世界レベルで活躍するだろう若者に対し地域への関心

を内在させる取り組みを行っている。これら将来関係人口になるだろう若者，「関

係予備人口」に対するアプローチを拡張する。 

     （a）地元高校生，地元大学生，留学生に対する「地元修学旅行×盛岡という星

で」の実施 

         岩手県立大学の学生団体「あっと盛岡」が企画し，岩手県立大学の学

生向けに 2018 年に初めて実施した「地元修学旅行 in もりおか」を他大

学や市内高校生向けに拡大して実施することを支援する。共通コンセプ

ト「盛岡という星で」のもと，学生が自らの力で発見したまちのコト消

費の魅力（まちの不特定多数の他者との関係性の気づき，身体で体験し

五感を通して知覚した都市の姿）を体験し，同時代性をもって同年代の

若者に伝えることで，若者にまちへの愛着を形成する。なお，2018 年に

行った「地元修学旅行 in もりおか」では，体験版盛岡もの識り検定，よ

市販売体験，三大麺づくり体験，まち歩き，まちの魅力を伝えるポスタ

ー作りを行った。 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

地元修学旅行 in もりおかの様子 
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     （b）総合型地域文化クラブ 

        生徒数の減少や教員の負担軽減を背景に，児童生徒が部活動を行う場が

失われつつある。スポーツ分野ではスポーツ少年団や総合型地域スポーツ

クラブなどの代替組織が存在しているが，文化部においては学校外で行う

活動の場は多くない。一方，地域で文化活動を行っている大人の団体は多

くの分野で一定数存在することから，地域における文化活動と部活動の将

来的な一体化を見据えた総合型地域文化クラブの設置可能性を検討する。

「関係予備人口」と地域の大人たちが趣味を通じて交流することで，「関係

予備人口」のまちとの関わり方を複線化し，盛岡に対する愛着の形成を図

る。なお，総合型地域文化クラブに対しては，学校内の文化施設や機材の

共有や，部活動と同程度の財政支援を提供することを検討する。 

（イ）美食王国もりおか×盛岡という星で 

   島原（2016）は，都市に暮らす楽しさや心地よさを評価するため，（a）不特定

多数の他者との関係性の中にいる，（b）身体で体験し五感を通して都市を知覚す

る，という 2 つの観点から，関係性と身体性にかかわる 8 つの指標の行動の頻度

を尋ねる調査を行った。全国の都道府県庁所在都市及び政令指定都市 134 都市を

対象とした調査の中で，盛岡市は第 14 位と高評価を得たが，盛岡市では「匿名性

がある」「ロマンスがある」「機会がある」「まちを感じる」「自然を感じる」「歩け

る」などの項目で標準的な評価を得たほか，「共同体に属している」（15 位）が高

く，特に「食文化が豊か」（４位）の項目が上位に位置している。第３章でみられ

た盛岡広域の魅力「食べ物がおいしい」など，盛岡周辺の食には一定の魅力が認

められることから，盛岡市の食（盛岡市に集積する岩手県や盛岡広域の生産物も

含む）を軸に，食と食の歴史，食材を生み出す風土，食材を生み出す人など，食の

背景にあるストーリーを五感で体験するツアーなどを企画実施することで，関係

人口の増加を図る。 

 

エ 期待される効果 

（ア）今後東京圏と地方の格差が拡大する中で東京圏への若者の流出は継続するものとみ

られ，この文脈で関係人口は累積的に増加すると考えられる。これら将来流出して関

係人口になるだろう「関係予備人口」に対しまちや人が関わって，「関係予備人口」に

内在する盛岡の街や人の濃度を高めることは，盛岡ファンの数を増やすとともに，愛

着の質を高めると考えられる。このことは，将来にわたる盛岡と若者とのネットワー

クの複線化を構築していくための基盤整備として有効であると考えられ，間接的に定

住者や UI ターン者の増加につながるものと考えられる。 

（イ）食事や食材を生み出している風土や人などの背景を知ることで高い付加価値を生む

ことは髙橋博之（2016）などに示されている。食に関する盛岡の強みを活かすことで，

関係人口を拡大するとともに，盛岡広域や岩手県の製品や食材の消費拡大に寄与する

ことができる。盛岡市では「もりおかの食と農バリューアップ推進戦略」を策定し，

盛岡市産の農畜産物のブランド力向上と消費拡大を企図しており，相乗効果を得るこ

とができると考えられる。 
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・堀内四郎『日本人の寿命伸長：要因と展望』国立社会保障・人口問題研究所，2010年 

・神尾文彦・松林一裕『地方創生 2.0―強い経済をけん引する「ローカルハブ」の作り方―』東洋経

済新報社，2016 年 

・労働政策研究・研究機構編『地域雇用創出の新潮流』労働政策研究・研修機構，2007年 

・橘川武郎・連合総合生活開発研究所『地域からの経済再生』有斐閣，2005 年 

・長松奈美江『サービス産業化がもたらす働き方の変化』日本労働研究雑誌，労働政策研究・研修

機構，2016年 

・デービット・アトキンソン『新・観光立国論』東洋経済新報社，2015年 

・藻谷浩介，山田桂一郎『観光立国の正体』新潮社，2016年 

・松永安光・徳田光弘編著『世界の地方創生』学芸出版社，2017年 

・白河桃子『御社の働き方改革，ここが間違ってます！』ＰＨＰ研究所，2017年 

・縄田康光『歴史的に見た日本の人口と家族』参議院，2006年 

・島原万丈＋HOME’S総研『本当に住んで幸せな街』，2016年 

・石黒格編著『変わりゆく日本人のネットワーク』勁草書房，2018年 

・佐藤柊平様提供資料，2018 年 

・田中輝美『関係人口をつくる』木楽社，2017年 

・中井孝一（総務省地域自立応援課課長補佐）『「関係人口」の創出にむけて』地域づくり 2018年 2

月号，一般財団法人地域活性化センター，2018年 

・高橋博之『都市と地方をかきまぜる～「食べる通信」の奇跡～』光文社新書，2016年 
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